
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定非営型活動二人 日_杢自動車壁堂

1 事業の成果

(1)顕彰活動 :日 本に於ける自動車産業・学術・文化に貢献した先人先達の偉業を顕彰し、殿堂者
(殿堂入り)と して 3～ 4名の表彰を行い後世に伝承する。また、自動車社会の発

展に貢献した歴史に残る名車 3～ 4車を歴史遺産車として顕彰し伝承する。更に年
次の最も優れた乗用車、輸入車、テクノロジーおよびデザイン各 1件を選考し、開
発グループと共に表彰し伝承する。

(2)展示支援活動 :歴史に残る日本自動車殿堂者の偉業と「その心と知と技」を伝え、健全な自動
車社会の発展と次代の若人にむけたモノづくりの意義と啓発に資する展示支援活
動を実施する。

(3)教育活動 :顕彰内容を掲載した機関誌 JAHFAを発行し、全国の大学等や関係方面に配布(贈

呈)。 広報として国内外 (日 本・欧米・アセアン諸国等々)に顕彰内容を発信。
(4)情報発信活動 :オフィシャルサイ ト (https:〃wwπjarajp)に よる情報発信を通年に亘って行

い、自動車に係る学術・文化・産業 。モビリティの発展に寄与する。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業             (事 業費の総費用 【 4,594  】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千

円)

顕彰活動

1.日 本自動車殿堂
殿堂者(殿堂入り)

4名の顕彰及び表
彰。

2.日 本自動車殿堂
歴史遺産車 3車の

顕彰及び表彰。
3.日本自動車殿堂

イヤー賞 〔4賞〕を
開発者 と共 に表
彰。

令和 3年
11月 15
日

表彰映像

配信開始
15日 13:

30

学士会館 (神

田錦町)ホー

ル

および日本自

動車殿堂オフ

ィシャルサイ

ト内で配信

会員 9名

事務局

協力者

若千名

授 賞 関
係者・大
学・大学
院生・企
業 技 術
者 &社
員・研究
者 ・ 教
授・教員
学生・児
童 。一般
ユーサ'―

など

1000人
(年 間

推定数)
1, 441

展示支援
活動等

1.展示支援 〔I〕 :殿堂
者・歴史遺産車・

イヤー賞写真展
示。総覧展示・機
関誌配布など。

2.優史遺産車展示支

1.平成
29年 11

月 よ り
継 続 展
示支援
2.令和 2

年 1月 よ
り継続 展
示活動 支
援

1.日 本自動
車博物館 (石

川県小松市)

2.ト ヨタ博

物館 (愛知県

長久手市)

会員 4

名及び

び協力

者延べ

18名

1、  2.
学生、大

学院生、

企 業 関

係者、

般 の 来
館 者 な
ど。

8万人 105

教育活動

1.JAHFA膝21発行
0.∞0部).謹皇発送

約 1800都。国内外大
学等・図書鮨・ミュー

ジアム等に前年度に
続き置呈.

2021 4F l

l月 15日
～ 2022
年 2月 28
日

全 国 主 要 大
学・専門学校
及 び 研 究 機
関。全国主要
図書館。自動
車企業

会員
力′
,コ

及 び
力 者
ミ́25

20

協
延

名

大学・大

学院生、

専 門 校
生、研究
者、企業
人等

約
人

1800 2,916



情報発信
活動

1.JAHFAオフィシ

ャルサイ トによ
る殿堂者・歴史遺
産車等々の顕彰・

論壇・論文等情報
発信

2021 年

11 月 15

日更新。

ht tps://ww
Jahfa. jp

名

　

　

者

２

４

　

　

　

，

　

１

員

び

ブ

ベ

会

及

協

延

名

ア ク セ

ス数

推 定 約

10万件。

10万人
132

(2)その他の事業 な し



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 3年度 活動計算書 (その他事業が△塾場合)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  日本自動車殿堂

員
会

△
ム
一師リ

正
賛

受取会費
員受取会費

5.413. 230

150,000

受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金

事業収益
事業収益

受取利息 118

5.563.348

(1)人件賢
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

(2)その他経費
会場借用代
荷造運賃
通信費
外注作業代
機材・備品費
宣伝費
印刷製本費

135.386

74.977
147.752
719.750
646.320
25.000

1.740.240
3.489.425

「
Tう
~天

僻百
~~

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

(2)その他経費
事務所費用 (12カ 月)

荷造運賃
交通費
消耗品費
銀行振込手数料
通信費
会議費
外注作業代

695,

18.

19.

1,

1.

43,

159.

454
141

128

380
660

9961

4321

6001

93■ 681

442.01
4872.Oi(

A

過年度損益修正益

災害損失
定

当  期 常 外 増 減 額 C D

10,901.222
税

+ 11.592.554

「

¬ ::,●

費  ′

|: 1 覇  正  l 」 1 +|

④
0

口  :ロ T ,キ  |
`3う

―

“

「

¬



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 3年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  日本自動車殿堂

ロ

11,592,554

2

の3 そ の

現金預金

未収金

棚卸資産

車両運搬具
什器備品

ソフトウェア
借地権

敷金
長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 11,592,554

+

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

B-2
10901正

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 11,592,554

:]■■■■■口隔■睡羽■■■

|】 負 債 の 部

デ

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

■

ロ



書式第 16号 (法 28条

重要な会計方針

計算書類の作成は、 NPO法 人会計基準

令和 3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人

によっています。

日本自動車殿堂

〈])棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

事業別損益の状況

内容 金額 算定方法

展示支援活
動事業

教育活動事
業

情報発信事
業

事業部門計 管理部門 合計科 目
顕彰事業

8

55633485563348 5563348

74977

15790

553791

25000

44291061441196 1916267 131962 3489425 989681

□

691332

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人 件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

会場借用代

事務所費用

荷造運賃

交通費

備品消耗品費

振込手数料
通信費
会議費
外注作業代

印刷製本費
宣伝費
その他経費計

経常費用計

消費税計 (10%)

当期経常増減額

■■四肛田

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
(単位 :円 )



4 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

:円 )

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

(単位 :円 )

8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の技分方法

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計

科 目 期首取得価額 取得 減 少 期末取得価額 減価償却累.[額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合 計

科 日 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合 計

科 目

計算書類に

計上された

金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

(活 動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 3年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本自 堂

立 :円

現
咆訳』鯖

0

8, 148.517

3.444. 037

未収金
OO事業未収金
▲▲事業未収金

棚卸資産
販売用寄附物品

1

車両運搬具
事業用車両

什器備品
パソコン

2

ソフトウェア
オヘレ~ン ヨンシステム
文書編集ソフト

借地権
OO市事業所

3 の

敷 金

○○市事業所

長期貸付金
○○銀行

【A】 資 産 合 計 ①+② 11.592,554

】 ■ 僣 の 部

未払

1幸E分
給与

保険料

預り金
源泉徴収税

退職給付引当金
職員

長期借入金
○○銀行借入金

l●合■, ・ の

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【8-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 11.592.554

■:1:1lI

了■
‐
71:

:1■■■

1_:了i:
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

年度年間役員名簿 J
前事■年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
にこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名澤)

生定土営利活動法人 日本自動車殿堂

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

ヶ L ′●
1又  `=:

(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間
(該当者のみに記入)

1 理 事

フジモトタカヒロ

藤本 隆宏 1

3 年  4月  1日

4年 3月  31日

な し

2 理事

スズキカズヨシ

鈴木 一義

3 年 4月  1日

4 年  3月  31日
な し

3 理事

テラモ トケン

寺本 健

3年 4月  1日

4年 3月  31日
な し

4 理事

ヤマモ トヨウジ

山本 洋司

3 年 4月  1日

4 年  3月  31日

な し

5 理 事

ノザキヒロミチ
¨

1

野崎 博路

3 年 4月  1日

4 ‐年1 3月  31日

な し

6 理 事

ヒロセ トンヤ

廣瀬 敏也

3年 4月  1日

4年 3月  31日
な し

7 理事

コバヤシケンイチ

′」ヽオ本 謙|一

 

3年 4月  1日

4 年 3月  31日
な し

8 監事

タケカワアキラ

武川 明

3 年

年

4月  1日

4 3月  31日
な し



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 日本自動車殿堂

氏   名

1

藤本 隆宏

2

野崎 博路

3

鈴木 一義

4

寺本  健

5

山本 洋司

6

沼尻  到

7

廣瀬 敏也

8

景山 一郎

9

北原  孝

10

佐野 彰一

11


